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Ⅳ．下水道事業の主な事業制度

Ⅳ－１ 未普及対策

　○下水道整備推進重点化事業
　本事業は、下水道整備の早期概成及び効率化の実現を目的に、市町村が低コスト技術の採用や PPP/
PFI 手法の導入等の創意工夫により、一般的な下水道整備費用と比較して大幅なコスト削減を図るアク
ションプランに基づいて行う事業のことである。
　本事業の対象は「持続的な押し処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル（平成 26 年
１月）」に基づき策定されたアクションプランのうち、以下に該当するものとする。
　低コスト技術の採用や PPP/PFI 手法の導入等高度な創意工夫が図られ、かつ残整備区域における１
人あたりの下水道整備費用が 60 万円以下の予定処理区（処理分区の場合は予定処理分区。）における
事業

Ⅳ－２　浸水対策

　○下水道浸水被害軽減総合事業
　近年、集中豪雨の多発や都市化の進展に伴い、短時間に大量の雨水が流出し、内水氾濫の被害リスク
が増大している。このため、浸水被害の最小化を図るため、貯留浸透施設等のハード対策に加え、内水
ハザードマップの公表等のソフト対策及び関係住民等による自助を組み合わせた総合的な浸水対策を推
進するための事業制度として、平成 21年度に「下水道浸水被害軽減総合事業」が創設された。
　本事業では、主要なターミナル駅の周辺地区に代表される都市機能が集積しており浸水実績がある地
区、床上浸水被害が発生した地区、河川と下水道等が集中的な対策を実施するため共同して計画を策定
した地区、内水浸水により一定規模の浸水が想定される地区等の浸水被害の軽減・最小化及び解消を目
的として、再度災害防止や事前防災・減災の観点等から、他事業と連携した流出抑制施策やハード対策
に加えて地域住民等による自助取組の促進策及び効果的に自助取組を導くためのソフト対策を組み合わ
せて浸水対策を実施することにより、浸水に対する安全度を早急に高め、安心して都市活動ができるよ
うにすることを目的としている。

下水道浸水被害軽減総合事業のイメージ
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Ⅳ－３　地震対策

　○下水道総合地震対策事業
　下水道の地震対策としては、兵庫県南部地震の教訓を踏まえ平成９年に耐震設計基準が見直されたほ
か、新潟県中越地震での甚大な施設被害の発生を受けて、平成 17 年に下水道法施行令の改正による構
造基準の制定、さらに東北地方太平洋沖地震の教訓をいかして、平成 26 年に津波対策の基本的な考え
方が示されており、これらに基づいて施設整備を進めてきている。
　大規模な地震時でも、生活空間での汚水の滞留や未処理下水の流出に伴う伝染病の発生、浸水被害の
発生を防止するとともにトイレ機能の確保を図る等、下水道の有すべき機能を維持するため、下水道施
設の地震対策は重要であるが、十分に進んでいないのが現状である。
　そこで、重要な下水道施設の耐震化を図る「防災」と、被災を想定して被害の最小化を図る「減災」
を組み合わせた総合的な地震対策を推進するための事業制度として、平成 21 年度より「下水道総合地
震対策事業」が創設された。

Ⅳ－４　改築更新

　○下水道ストックマネジメント支援制度
　下水道整備の進展に伴い施設ストックが増大し、近年、管路施設の老朽化に起因した道路陥没が発生
しており、道路陥没後の老朽管路の改築といった事後的な対応では、市民生活に大きな支障が出るだけ
でなくコスト的にも不経済となる。
　このため、下水道施設全体を一体的に捉え、日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機

下水道総合地震対策事業のイメージ
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能停止を未然に防止し、計画的な点検・調査及び修繕・改築を行うことにより持続的な下水道機能の確
保とライフサイクルコストの低減を図ることなどを目的に、平成 28 年度に、「下水道ストックマネジ
メント支援制度」が創設された。
　本事業では、「下水道ストックマネジメント計画」と、当該計画の基となる地方公共団体独自の維持
管理・改築に係る計画・方針等の検討、加えて「下水道ストックマネジメント計画」に基づく施設の劣
化・損傷を把握するための点検・調査と、長寿命化対策を含めた計画的な改築について、基幹事業の交
付対象事業としている。
　なお、平成 28 年以降は、施設の改築や計画的な改築事業の推進に必要な点検・調査に対する支援は
「下水道ストックマネジメント計画」に基づくものに限定している。ただし、平成 28年度より５年間（平
成 32 年度まで）に限り「下水道長寿命化支援制度」に基づく交付を可能としているとともに、下水道
長寿命化計画については、平成 27 年度以前から下水道長寿命化計画の策定・変更に着手していたもの
に限り、平成 29 年度までに限り提出（変更計画の提出を含む）が認められている（期間延伸のみの場
合は、平成 31年度まで変更計画の提出が可能。）。

Ⅳ－５　水質改善・資源利用

　○合流式下水道緊急改善事業
　合流式下水道を採用している都市において、合流式下水道の改善対策を緊急的かつ集中的に実施する
合流式下水道緊急改善事業が平成14年度に創設された。その後平成15年に下水道法施行令が改正され、
合流式下水道についても、雨天時に下水を公共用水域に放流する吐口からの放流水量を減少させること、
雨水の影響が大きい時の放流水の水質を分流式下水道の雨水水質と同程度の水質にすること等が規定さ
れ、原則、平成 25 年度（処理区域面積が大きい場合は平成 35 年度）までに対策を完了することが義
務付けられた。

ストックマネジメント支援制度のイメージ

合流式下水道緊急改善事業実施事例
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　○新世代下水道支援事業
　下水道事業においては、さまざまな新世代下水道支援事業等が実施されている。近年下水道の役割と
して新たに求められている良好な水環境の維持・回復、リサイクル社会構築への貢献、情報化社会への
対応等を積極的に果たしていくことを目的としたものであり、水環境創造事業、リサイクル推進事業、
機能高度化促進事業により構成されている。また、各事業は事業内容によりそれぞれ複数の型から成っ
ている。
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Ⅳ－６　官民連携

　○民間活力イノベーション推進下水道事業
　厳しい財政状況、人材不足の下で、今後も適切に施設を管理運営し、PPP/PFI 手法の活用など民間
活力を積極的に活用するなどの方策が有効である。今後も事業主体である地方公共団体が持続的な下水
道事業を実現するため、民間参入を積極的に推進していくことを目的に、PFI 手法等を活用した下水道
事業の設置を支援する「民間活力イノベーション推進下水道事業」が平成 26年度に創設された。

Ⅳ－７　広域化・共同化等

　○下水道広域化推進総合事業
　下水道をはじめとする汚水処理施設の事業運営は、人口減少に伴う使用料収入の減少や、職員数の減
少、施設老朽化に伴う大量更新期の到来等により、その経営環境は厳しさを増しており、より一層の効
率的な事業運営が求められている。このことから、平成 30年１月に国土交通省、総務省、農林水産省、
環境省の関係４省が連名にて、全ての都道府県における平成 34 年度までの「広域化・共同化計画」策
定を要請した。
　このような中、下水道をはじめとする各種汚水処理施設の広域化・共同化の取組促進による事業効率
化を図るため、計画策定から事業実施まで一体的に支援する「下水道広域化推進総合事業」が平成 30
年度に創設された。

　○下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）
　近年多発する集中豪雨への対応、増加する老朽化施設の適切な維持管理・更新・下水道経営を改善す
るための省エネ等によるコスト縮減、下水道の有する資源・エネルギーの有効利用による循環型社会の
構築や地球温暖化対策など、下水道事業が抱える様々な課題に対応するためには、新技術の開発・活用
が重要である。
　国土交通省では、国が主体となって、実規模レベルの施設を設置して技術的な検証を行い、ガイドラ
インかして革新的技術の全国展開を図っていくことを目的として、平成 23 年度より「下水道革新的技
術実証事業（B-DASHプロジェクト）」を実施している。
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宮若市　日本一の大門松祭12月

宗像市　みあれ祭

芦屋町　あしや砂像展2019

大川市　堀干し

直方市　チューリップフェア

遠賀町　夏まつり

岡垣町　まつり岡垣

築上町　大楠コンサート
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Ⅴ．流域別下水道整備総合計画

Ⅴ－１　流域別下水道整備総合計画

　流域別下水道整備総合計画（流総計画）は、水質環境基準を達成するために必要とされる下水道の整
備に関する総合的な基本計画であり、将来における水質保全対策事業のために基本計画ともなりうるも
のである。
　流域別下水道整備総合計画が定められた地域においての、具体的な下水道の整備は、この流総計画に
適合して実施していくこととなる。

〈図の説明（事例）〉
　○○川の環境基準が達成されてい
ないため、種々の検討を行い、１つ
の広域的な下水道（流域下水道等）
と４つの単独公共下水道（または特
定環境保全公共下水道）が計画され
た。
放流先は➡の箇所となった。➡の近
くに終末処理場が建設される。この
下水道計画が実施されれば、○○川
の環境基準は達成されることとな
る。
なお、実施順位は図中の番号のよう
になった。

図Ⅴ－１　○○川流域別下水道整備総合計画の概念図（例）

図Ⅴ－２　流域別下水道整備総合計画の位置づけ
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図Ⅴ－３　流域別下水道整備総合計画

図Ⅴ－４　流域別下水道整備総合計画調査区域図

　　　　　表Ⅴ－１　策定状況
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Ⅵ．今後の汚水処理の適正化に向けて

Ⅵ－１　福岡県汚水処理構想の策定（平成29年３月）

　汚水処理施設の長期的かつ効果的な整備を推進するためには、各市町村において各種汚水処理施設の
特性を生かした、整備区域の設定及び適切な整備手法の選定を行うことが不可欠である。
福岡県では、平成６年度に県全域を対象に、統合的な汚水の処理構想として「福岡県汚水処理構想」を
策定し、その後の社会情勢の変化を受け、平成 14年度、平成 20 年度と見直しを行ってきた。
　今般、平成 26 年１月には関係３省（農林水産省、国土交通省、環境省）連名による通知「持続的な
汚水処理システム構築に向けた都道府県構想の見直しの推進について」が発出されたため、３省統一で
策定された「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル」（平成 26 年１月
策定）に基づき、従来の策定方針のほか、汚水処理の未整備地域では、今後 10 年程度（中期）で汚水
処理施設の整備を概ね完了させること、また、既整備地域では、今後 20 年程度（長期）で適正な管理
運営のため施設の効率的な改築・更新や各種汚水処理施設間の連携などを踏まえ、このたび平成 29 年
３月に「福岡県汚水処理構想～ふくおか水環境ビジョン～」を策定したものである。

各種汚水処理事業の配置イメージ
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Ⅵ－２　福岡県汚水処理構想の策定内容

（１）現状と課題
　福岡県における汚水処理に係る主な現状と課題は、以下のような状況が挙げられる。

（２）適正な整備手法と整備区域の設定
　汚水処理施設の整備を効率的に促進するためには、それぞれの汚水処理施設が有する特性を勘案して、
市街地・農山村・漁港・離島など地域に応じた適正な整備手法を選定する必要がある。
　今回の構想においても、施設の役割分担の検討や経済比較を踏まえて、最適な整備手法と整備区域を
定めた。

・早期の普及促進を目指すため、人口減少などの社会情勢や地域特性、地域住民の意向を反映した効
率的かつ適正な処理区域及び整備手法を検討。

・従来の一律的な整備方針から、「選択」と「集中」の視点を取り入れ、さらに低コスト整備手法や
弾力的な浄化槽整備など、早期の普及促進を図る取り組みを検討。

○汚水処理普及状況の地域差

役割分担のイメージ 経済比較の概念図

○改築更新費用の増加○汚水処理施設の稼働率の低下
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（３）今回の構想概要
　本県においては、以下の目標を掲げ、整備進捗及び効率的な運営管理を推進する。

○普及促進に向けた施設整備（令和７年度中期目標）
　本汚水処理構想では、県内各自治体の汚水処理人口普及率の現状や過去の整備実績、今後取り組む
施策を踏まえ、中期の目標年度を概ね 10 年後の令和７年度とし、県全体での汚水処理施設の概成を
目標とする。

　今後、各自治体が普及促進を目指し汚水処理施設整備を促進することで、各自治体の汚水処理人口普
及率は着実に上昇し、令和７年度の県全体の汚水処理人口普及率は 95.7%に達する見通しである。

○効率的な運営管理に向けた汚水処理施設立地の適正化（令和７年度：長期目標）
　長期的な人口減少に伴う使用料減収、汚水処理施設の処理効率低下、施設の老朽化に伴う改築更新
費用の増加が見込まれることから、汚水処理施設の持続性の確保が重要であり、スケールメリットを
生かし長期的な視点で効率的で持続可能な運営ができる汚水処理施設立地の適正化を目指す。

整備の着実な実施により、地域別
の普及率の差を小さくする。

汚水処理人口普及率の見通し 汚水処理人口普及率の推移



― 178 ―

（４）汚水処理の課題解消に向けた今後の取組
　県及び市町村は、汚水処理施設の普及促進に向け、以下の取組に努めていく。

◇低コスト整備手法の導入促進
◇集合処理計画区域での汚水処理の早期普及を目的に、弾力的な浄化槽の導入
◇運営管理の効率化やコスト縮減を図るため、汚水処理施設立地の適正化の促進
◇県民に対して、汚水処理の普及促進・早期整備に向けた啓発活動
◇民間の資金、経営的・技術的能力を活用する官民連携手法の導入

 

 

汚水処理施設別の処理施設数
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Ⅵ－３　構想策定から事業実施まで

（１）構想策定までのながれ

（２）作業内容
　福岡県汚水処理構想を策定するまでの作業内容は以下のとおり。
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（３）事業実施までの流れ
　市町村が市町村汚水処理構想（案）を策定し、県関係事業課との協議・調整を行い、「福岡県汚水処
理構想策定委員会」（県関係６課）からの審議・助言等を受け、事業実施までの流れは以下のとおりで
ある。
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Ⅵ－４　下水道事業における広域化・共同化による経営効率化について

（１）下水道事業の現状・課題
　汚水処理施設の事業運営については、施設等の老朽化に伴う大量更新期の到来や、人口減少に伴う使
用料収入の減少、職員数の減少による執行体制の脆弱化等によりその経営環境は厳しさを増しており、
効率的な事業運営が一層求められている。

（２）広域化・共同化における国の動向
　国は、下水道を含む汚水処理の持続可能な運営に向け、「経済・財政再生計画改革工程表 2017 改定版」
（平成 29 年 12 月決定）において、全ての都道府県における平成 34 年度までの「広域化・共同化計画」
策定を目標として、次の通知を発出している。
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（３）今後の広域化・共同化計画策定について

　汚水処理施設の広域化・共同化については、施設・処理区の統合、複数市町村等による下水汚泥の共
同処理、維持管理業務の共同化、ICT活用による集中管理などの効率的な運営に資する取組を進める。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 







― 185 ―

Ⅶ．令和元年度のトピックス

Ⅶ－１　マンホールカードの発行

　下水道は、生活を支える非常に重要な社会基盤であるにも関わらず、下水道の機能・役割が利用者の
方に正しく伝わっていない状況にあり、利用者一人ひとりに下水道の理解を深めてもらう必要がある。
そこで、マンホール蓋を国民の方へ楽しく伝えるためのコミュニケーションツールとして、下水道広報
プラットフォーム（以下、ＧＫＰ）からマンホールカードの発行が行われている。県内では、福岡県（流
域下水道）、北九州市、福岡市、大牟田市、久留米市、筑後市、小郡市、大野城市、宗像市、那珂川市、
志免町、芦屋町、岡垣町の 13自治体で 18 種のマンホールカードが発行されている。

福岡県内市町におけるマンホールカード配布先状況
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福岡県（第８弾）

福岡市（第２弾）

北九州市（第８弾）

北九州市（第１弾）

大牟田市（第７弾）

北九州市（第９弾）

北九州市（第５弾）

久留米市（第７弾）

福岡市（第１弾）
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小郡市（第７弾）

芦屋町（第９弾）

宗像市（第９弾）

大野城市（第８弾）

岡垣町（第６弾）

那珂川市（第９弾）

宗像市（第３弾）

筑後市（第11弾）

志免町（第５弾）



― 189 ―

Ⅶ－２　災害時支援に関するルール

（１）概要
　大規模地震の発生等により下水道施設が被災した際、被災自治体単独では対応が困難になる場合に備
え、都道府県を越える広域的な下水道事業関係者の支援体制を整えておく必要がある。このため、平常
時の対策から被災発生時の支援要請や支援体制の確立、応援活動に関する全国的な方策等の調整のため、
災害時支援全国代表者連絡会議が組織されており、都道府県を越える広域的な下水道事業関係者の支援
体制を整えておくことを目的として「下水道事業における災害時支援に関するルール」（全国ルール）
※　が策定されている。また、全国６ブロック毎に災害時支援ブロック連絡会議が設置されており、九
州ブロックにおいても九州・山口ブロック災害時支援連絡会議を組織し、「九州・山口ブロック災害時
支援に関するルール」（ブロックルール）※　を策定している。
　平成 28 年４月に発生した熊本地震では、県内外の自治体や国、関連団体などから広域的な支援が行
われた。現地における発災後の対応や支援等を踏まえ、これまでのルールを改善する必要があるとの判
断から、平成 28 年 12 月に全国ルールが、平成 29 年８月にはブロックルールがそれぞれ改定され、支
援調整隊を新たにルールに位置づけるとともに、下水道対策本部の業務や応援活動を行う際の安全への
留意等について見直しが行われた。

※（公財）日本下水道協会「災害時支援関係情報サイト」で各種災害情報閲覧可能。

（２）平常時の活動
　災害時支援全国代表者連絡会議では年１回の会議が開催され、連絡体制やブロック間の連絡調整、そ
の他災害支援に必要な事項について議論が行われている。九州ブロックにおいても同様にブロック連絡
会議構成員を招集し、毎年１回の連絡会議や不定期の臨時会議を開催し、各県の取り組み状況の報告、
連絡調整等を行っている。また、九州・山口ブロックでは平常時活動の一環として、毎年２回ブロック
連絡会議構成員による情報連絡訓練を実施し、連絡体制の構築・確認を行うとともに、下水道施設の被
災時に各構成員が提供可能な資機材リストをとりまとめ、有事に備えている。

（３）全国ルール・ブロックルールに基づく支援
　平成28年４月の熊本地震では、福岡県及び県内自治体からも、全国ルールやブロックルールに基づき、
熊本県内の被災自治体に対する支援を行った。
・実施内容：下水道管渠の一次調査（管内からの詳細調査の必要性の判断や、復旧計画立案に必要な
　　　　　情報を得ることを目的に、原則として地上からの目視及び計測を行うもの）

・実施期間：平成 28年４月 20 日～ 24 日
・県内支援団体：福岡県、福岡市、北九州市、久留米市、大川市、春日市、大野城市、筑紫野市、宇
　　　　　　　美町、志免町
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Ⅶ－３　情報ネットワークの構築

　県内の下水道担当職員による情報ネットワークの構築に向けて、平成 27 年度から以下の諸会議を開
催している。 

（１）とびうめ下水道場
１）設立主旨
　下水道事業担当職員が抱えている課題等を県内で気軽に議論する場の提供や人的ネットワークづく
りが必要と考えられることから、福岡県版「下水道場」を設立することとした。本会は、下水道事業
担当職員が横連携を構築し、情報共有や各種課題についての議論等を行うことにより、県内各地域に
おける下水道事業の円滑で効率的な執行、将来の持続的・安定的な運営に寄与することを目的とする
ものである。

活動内容
・開催は２回／年程度とし、事業実施に関する情報提供や意見交換等を行う。
・対象は、県内各自治体の下水道事業担当職員で参加を希望する者。

主催者等
（主催）福岡県下水道課，北九州市上下水道局，福岡市道路下水道局
（共催）福岡県下水道協会

２）開催状況
《第９回》
・日　時：令和元年７月 23日（水）
・場　所：福岡市役所水道局別館２階会議室（福岡市博多区博多駅前１－ 26－１）
・参　加：福岡県内 28自治体，66 名
・内　容：１．基調講演
　　　　　　　「下水道行政の最近の動向について」
　　　　　　　　　国土交通省　九州地方整備局　建政部　都市整備課　下水道係
　　　　　２．講義
　　　　　　　「博多駅前道路陥没事故」における下水道部局の対応について
　　　　　　　　　福岡市　道路下水道局　計画部　下水道事業調整課
　　　　　３．現場視察
　　　　　　　「水管理センター及び博多駅北ポンプ場」
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《第 10回》
・日　時：令和２年１月 12日（水）
・場　所：御笠川浄化センター（福岡市博多区那珂４－５－１）
・参　加：福岡県内 25自治体，53 名
・内　容：１．講義
　　　　　　　「PPP/PFI 事業や官民連携等に関する内容」
　　　　　　　　　（株）三井住友銀行　成長産業クラスター　第一グループ（インフラ）
　　　　　　　「福岡市の汚泥処理について」
　　　　　　　　　福岡市　道路下水道局　下水道施設部　施設管理課
　　　　　２．現場見学
　　　　　　　「下水汚泥固形燃料化施設・油温減圧式乾燥施設」 　

（２）福岡県雨水対策研究会　～あめんたい～
１）設立主旨
　近年、地球温暖化による気候変動の影響等に起因する局地的集中豪雨（ゲリラ豪雨）が全国的に頻
発しており、地域の状況に対応した計画降雨強度に基づく下水道施設の整備を進めるとともに、地方
公共団体、国、民間企業、関連住民等が一体となり、浸水被害を最小化するために、ハード対策、ソ
フト対策を組み合わせた効率的な対策を促進する必要が生じている。

講　義

講　義

現場視察

現場見学



― 192 ―

　本県においても、過去から大規模な浸水被害を被ってきており、同様の課題を抱えている状況であ
ることから、県内の下水道関係自治体の雨水対策の現状、課題等について情報交換を行うとともに、
今後の雨水対策を検討していくことを目的とするものである。

活動内容
・開催は１～２回／年程度とし、雨水対策に関する情報提供・共有、意見交換、現地研修等を行う。
・対象は、県内各自治体の下水道事業担当職員で参加を希望する者。

主催者等
（主催）福岡県下水道課，（オブザーバー）福岡県河川整備課

２）開催状況
《第６回》
・日　時：令和２年１月 23日（木）
・場　所：吉塚合同庁舎（福岡市博多区吉塚本町 13）
・参　加：福岡県内 33自治体，62 名
・内　容：１．基調講演
　　　　　　　「下水道における都市浸水対策について」
　　　　　　　　　九州地方整備局 建政部 都市住宅整備課 下水道係
　　　　　２．情報提供
　　　　　　　「雨水管理総合計画について」
　　　　　　　　　（株）日水コン　下水道事業部　東部事業マネジメント部
　　　　　　　「大野城市雨水管理総合計画について」
　　　　　　　　　大野城市　上下水道局　上下水道工務課　
　　　　　３．ディスカッション
　　　　　　　｢雨水管理総合計画を立てるために必要な要素｣

参加者
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（３）汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」の策定に向けて
　福岡県では、平成 30 年１月の総務省・農林水産省・国土交通省・環境省（以下「関係４省」）の通
知をうけ、汚水処理施設の効率的で持続可能な事業運営を図ることを目的に、平成 30 年８月に検討体
制を構築し、令和４年度までの「広域化・共同化計画」策定に向けた取り組みを行っている。

１）全体会議（勉強会）の開催
　平成 30 年２月に下水道事業実施市町、平成 30 年８月に下水道事業未実施市町村及び一部事務組合
を対象とした勉強会を開催し、平成 31 年２月に、県内全市町村及び関連一部事務組合を対象とした全
体会議を開催している。令和元年度は、計画策定に向けた更なる検討を進めていくため、第２回全体会
議を開催している。

第２回全体会議（県内全自治体60市町村及び一部事務組合14組合）
　開 催 日 時：令和元年９月５日（木）
　内　　　容：国及び県からの情報提供、ブロック別ディスカッションと発表
　　　　　　　ディスカッション（①ブロックの検討メニュー決め②災害時連携・広域BCP策定）
　ブロック割：７ブロック

《ブロックリーダー》
①北九州都市圏（西部）ブロック：北九州市
②北九州都市圏（東部）ブロック：行橋市
③嘉飯・田川ブロック：飯塚市
④多々良川流域ブロック：宇美町
⑤福岡ブロック：福岡市
⑥久留米ブロック：久留米市
⑦県南ブロック：大牟田市

北九州都市圏（西部）ブロックの発表 北九州都市圏（東部）ブロックの発表
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２）ブロック会議の開催
　第２回全体会議後、ブロックリーダーを中心に第１回ブロック会議を開催し、今後、各ブロックで
検討するメニュー決めを行い、各メニュー毎のスケジュールや関係部署の確認などを行った。

北九州都市圏（西部・東部）ブロック会議：令和元年 11月 26 日（火）
（会場：ミクニワールドスタジアム北九州会議室）

嘉飯・田川ブロック会議：令和元年 11月 28 日（木）　　　　　　　（会場：飯塚市役所 201 会議室）
多々良川流域ブロック会議：令和元年 11月 21 日（木）

（会場：粕谷総合庁舎　小会議室）
福岡ブロック会議：令和元年 11月 19 日（火）

（会場：福岡市赤煉瓦文化館）
久留米ブロック会議：令和元年 11月 25 日（月）

（会場：久留米市企業局　第１会議室）
県南ブロック会議：令和元年 11月 20 日（水）

（会場：大牟田市庁舎 経営会議室）

３）今後の取り組みについて
　令和元年度は、ブロック会議において、検討対象としたメニューについて、「広域化・共同化計画
第１次とりまとめ」を策定する。令和２年度以降は、必要な関係部署も加えた各種検討を行い、計画
に位置づけるメニューの選定を行い、令和４年度の「福岡県広域化・共同化計画」策定及び国への提
出に向けて取り組みを行うこととしている。

嘉飯・田川ブロックの発表

福岡ブロック会議

北九州都市圏ブロック発表

久留米ブロック会議 県南ブロック会議

多々良流域ブロックの発表 福岡ブロックの発表

久留米ブロックの発表 県南ブロックの発表


